
１２月４日（日）9:30～11:30 オンライン

「企業と地域が連携したSDGs

の取組みを進めよう！」

防災、環境、子ども若者支援など、広域で活動する企業の
ＳＤＧｓ活動と地域のボランティア、NPO、社協等が協働
して支えあいの地域を創りたい思いを持寄り、企業と地域
連経を進めていきます。

森谷雄一郎さん
損保ジャパン(株)長野支店
長野法人支社特命課長

岩田卓士さん
長野トヨタ自動車㈱
法人営業部地域連携課長

小松 寛之さん
ダイドードリンコ㈱長野オフィス
営業開発アシスタントマネージャー

山岸 征男さん
前軽井沢町ボランティアセンター運営委員長
軽井沢・花とみどりの仲間たち 代表

コメンテーター

丸山亜希さん
SDGSカードゲーム公認ファシリテーター

コーディネーター

中谷 隆秀さん
長野県生活協同組合連合会事務局長

第４分科会



写真枠内に
入れてね

お名前 森谷 雄⼀郎

所属 損害保険ジャパン（株）
⻑野⽀店⻑野法⼈⽀社

略歴 損保ジャパン社歴21年
（2020年4⽉より⻑野勤務）

⻑野県社会福祉協議様と共に災害ボラン
ティアセンターを応援する企業ネットワー
ク「サスながの（SAS＠Nagano)」の⽴ち
上げに向けた取り組みをしています。この
他には、地元有⼒企業様、⻑野県をはじめ
とする自治体の営業担当をしています。

お名前 小松 寛之

所属ダイドードリンコ中部営業部
⻑野オフィス営業開発
アシスタントマネージャー

略歴 ダイドードリンコ㈱社歴28年

⻑野県内で寄付の
「こども食堂自動販売機」
展開している。
現在、志を共にする
企業とパートナーシップを
組み、約８０ヶ所に販売機
を設置している。



お名前︓岩⽥ 卓士

所属︓⻑野トヨタ自動⾞株式会社
法⼈営業部 地域連携課 課⻑

略歴 地域連携課 1年目

災害時にＢＥＶやＰＨＥＶ等の電源
⾞を、⽀援に活⽤することを進めて
います。現在、医療機器を使⽤して
いる医療的ケア児・者の停電対策と
して、社協とのモデル事業に取り組
んでいる。

お名前 山岸 征男

所属︓前軽井沢町ボランティア
センター運営委員⻑

︓軽井沢・花とみどりの仲間た
ち 代表

略歴 大手ゼネコン（東京）に38年間在
籍。帰省後（株）ハルディンで花苗の営業統
括マネージャーを12年。並⾏して、軽井沢
町社協ボランティアセンターを拠点に、ボラ
ンティア、地域活動に関わり、現在に至る。
書籍等（アマゾンで発⾏）
「軽井沢・きき取り物語」「新軽井沢の歩
み」



写真枠内に
入れてね

お名前 丸山 亜希
所属 ポジ◎ラボ

（ポジマルラボ）
松本オフィス

略歴 元小学校司書

【イマココラボ開発】
２０３０SDGsゲーム公認ファシリテーター

学校・企業・自治体にて、SDGsが自分ゴト
になるワークショップを2000⼈以上に実施し
ている。
「やさしい、楽しい、わかりやすい」
をモットーに活動している。
学校と企業をつなぐコーディネートも挑戦

お名前 中谷 隆秀

所属 ⻑野県⽣活協同組合連合会
略歴 コープながのより出向

⻑野県協同組合連絡会幹事
⻑野県災害時⽀援ネットワーク幹事
⻑野県共同募⾦会評議員、等

SDGs⾏動宣⾔を全国の⽣協と共に採
択。エシカル消費対応商品の開発や原料〜
製造〜流通〜消費まで、サプライチェーン
を巻き込んで取り組む。県内でも組合員と
共に学習を広げ、地域⾒守り活動やフード
バンクの運営に参加し協⼒しています。
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金閣寺に現存する
「とびぐちマーク」

とびぐちを
あしらった旧社章

損害保険

社会課題
（困りごと）の解決

■1888年 東京火災創業
■江戸の火消しの心意気が創業精神（お客さまを守る／町の課題を解決する）
■東京火災消防組は国から正式認可された唯一の私設消防組

とびぐち

損保ジャパンの原点 （人のために、というDNA）

2

ＳＯＭＰＯのパーパスと重点課題

「安心・安全・健康のテーマパーク」により、あらゆる人が自分らしい人生を
健康で豊かに楽しむことができる社会を実現する。

社会が直面する

未来のリスクから人々を守る

健康で笑顔あふれる

未来社会を創る

多様性ある人材やつながりにより、

未来社会を変える力を育む

ＳＯＭＰＯの
パーパス

あらゆるリスクに対する備えの提供

事故や災害を未然に防ぎ、レジリエントな社会に貢献

経済・社会・環境が調和したグリーンな社会づくりへの貢献

健康と笑顔を支えるソリューションの提供

持続可能な高齢社会への貢献

価値創造に向けたパートナーシップのプラットフォーム構築

未来社会を変える人材集団の実現

ＳＤＧｓ重点取組領域

ＳＯＭＰＯの重点課題

イノベーションと価値創造に向けたパートナーシップのプラットフォーマー

社会課題

社会価値の創造 経済価値の創造

130年の歴史を通
じた信頼と責任

事業・人材・
ネットワークの多様性

高い課題解決力

ＳＤＧｓ
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1兆円

0円

正味支払保険金

1.32兆円

1.16兆円

1.01兆円

１０の台風が上陸

東日本大震災、

タイ洪水が発生

史上最高額 1.6兆円

(西日本豪雨、台風２１号、台風２４号など）

1.5兆円

1.25兆円

7,500億円

5,000億円

2,500億円

国内保険会社による火災保険金の支払状況

地震・台風（風災・水災）等による火災保険の保険金支払額は増加傾向。

気候変動と保険会社経営・地域への影響

日本損害保険協会主催 SDGｓフォーラム資料 を参考に作成

4

保険商品（防災減災費用保険）

自然災害発生時、「できるだけ早期に必要な避難勧告等の発令」が強く求められて
いる一方、災害が発生し、災害救助法が適用されなかった場合、掛かる費用は全て
町村の負担となっている。災害時に迅速かつ適切に予防的な避難勧告等を発令す
ることに寄与するため、町村等負担の費用の一部を保険金としてお支払いします。

空振りを恐れない避難誘導にあたり、
地方自治体の費用を負担

■避難所開設費用

■予防避難対応人件費

■炊き出し実施費用 など

地方自治体の早期の避難勧告等発令が求められている

■最新気象情報

■ウェザーニュース独自の

警戒レベル情報

■台風警戒情報 など

ウェザーニュースの気象アラート情報サービス

課題

支援

災害が発生しても、
避難者が逃げ遅れない、
逃げ遅れゼロの社会を

目指します！

避難勧告の発令を支援
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保険商品（避難支援者保険）

２０２１年５月の災害対策基本法の改正により、避難行動要支援者に対する
個別避難計画の策定が自治体に努力義務化されました。避難支援活動中に避難
行動要支援者にケガを負わせてしまった場合や、避難支援者自身が避難支援活
動中にケガをした場合に保険金をお支払いします。

地域の助け合いを支援

・高齢者などの要支援者に対する個別避難計画の
策定が支援者の成り手が不足により進んでいない。

・成り手不足のひとつの要因に、「要支援者にケガを
負わせる不安」と「自分がケガする不安」が存在。

ご自身のケガの補償

法律上の賠償責任の補償

課題

支援

地域防災力向上による
共助を後押しし、逃げ遅れ
ゼロの実現を目指します！

6

地域防災プラットフォーム（災害に強い地域社会に向けた協働の仕組み）

損保ジャパンは、気候変動で激甚化する災害にそなえ、多様性とイノベーションの力
で、水災害等で悲しむ人を、ゼロにすることを目指します。

災害に強い
地域社会

目指すもの

人づくり

「想い」の共有

協働と共創

社会のための
イノベーション

ヒトとコミュニティ
を元気に損害保険会社としての

災害における役割

全国の拠点ネットワーク
社員・代理店の行動

「保険の先」への貢献
（リスクとデジタルの専門家として）

30年間のNPO・市民社会
との関わり

損保ジャパンの強み
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2018年に発生した西日本豪雨の経験から生まれた仕組みで、発災時に避難

所などが要望した物資とあらかじめ登録された物資をマッチングし、避難所

などに迅速にお届けします。全国各地に「できるかもリスト」を普及する活

動を行っています。

地域での取り組み（「できるかもリスト」の普及活動）

8

岡山NPOセンターと開始した「できるかもリスト」の普及を起点に、取引先

のタクシー会社と３者で災害発生時の支援物資の運搬スキーム構築を中心に

連携協定を締結。レジリエンスな地域づくりを目指しています。

地域での取り組み（NPO・企業と連携）

2022年10月包括連携協定式
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要配慮者支援の取り組み（つながる防災プロジェクト）

「つながる防災プロジェクト」は、防災イベント（※）を通じて、児童館をはじめとし
た地域ネットワーク（つながり）の構築に寄与するとともに、参加する地域住民の
要配慮者への理解、地域防災に対する意識の向上など、要配慮者を包摂した持
続可能な地域づくりに貢献することを目指しています。
（※）要配慮者と一緒に行う、街歩きを通した防災マップづくり・シミュレーションや訓練・
ワークショップ・講演会など市民参加型の防災イベント

10

全国の拠点による取組み

SDGs勉強会を起点に行政
と損保ができる貢献につき
ディスカッション。

教育委員会と協働し、防災教育コ
ンテンツを小学校の防災授業カリ
キュラムの１つに。

自治体と「地域防災力向上」
「県内中小企業のＢＣＰ策定推
進」に関する連携協定。コラボ
チラシで台風への備えと中小企
業向けのBCP普及活動。

自治体・地銀と、独自の
SDGs認証登録制度の普及活
動。

自治体・社会福祉業議会等に要支援
者の移動手段確保のための移動支援
サービス保険を提供。

自治体・自動車販売店と協働で、災害時にEV社有
車による防災給電トライアル実施

地場企業と災害時の役割
発揮を検討。友呼びを模
索。

札幌支店

秋田支店

横浜支店

名古屋自動車開発部等徳島支店

北九州支店

長岡支店

NPOと災害支援ネットワ
ークの「できるかもリス
ト」で協業

岡山支店



パートナーシップによる
SDGs貢献に向けた活動事例

1

ダイドードリンコ株式会社
中部営業部長野オフィス

2

DyDoグループ理念とグループミッション2030

グループ理念

グループ
ミッション2030
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DyDｏグループＳＤＧs宣言

参考：当社のSDGsに対する考え方動画
https://www.youtube.com/watch?v=BJ1lm02-g3o

DyDoが事業を通じて
貢献するＳＤＧｓ

4
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2030年に向けた重点目標

「人と、社会と、共に喜び、共に栄える。」

グループ理念

美しい地球を次代に引き継ぐために
持続可能な社会を目指していきます

資源有効活用のための循環型社会の実現に取り組みます

6

事業を通じた脱炭素社会への貢献

脱炭素社会の実現に向けた重点目標
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自販機の年間消費電力量に相当する「再エネ指定の非
化石証書」を（代理）購入

カーボンニュートラル

Scope3
自販機
稼働時
の電気

実績
全国 293台
長野県 32台

事業を通じた脱炭素社会への貢献

8

長野県の取り組み事例
『SDGs』



みらい応援自販機展開

9

【次世代への貢献をテーマに】

環境保全・こども食堂・安心安全なまちづくり
をテーマに、長野県におけるSDGs推進企業
登録をしている当社として、自販機を媒体とし
て、独自の社会貢献を当社を取り巻くステー
クホルダーの皆様のご協力のもと、展開させ
ていただいております。

【実績】
■緑の募金：221台

2021～展開
■こども食堂：７９台
■防犯カメラ：長野市６台・上小エリア２０台
（公立小学校 長野市・上小エリア）

緑の募金

10

【緑の募金について【

■緑化の推進
森の緑は水害を防ぎ、清らかな水など
を私たちに提供してくれる大切な資源
です。
この資源を守るため、植林や森林の手
入れを進めているほか、ボランティアの
森林づくりを支援しています。

■森林の整備
学校、公園、公共施設などの緑は、
私たちの生活の潤いを与えてくれます。
このような地域の緑化を進めるほか、
自然を愛する心を育むこども達を育て
るための活動に役立てられています。

―公益財団法人長野県緑の基金 ―



こども食堂

11

【こども食堂ついて】

日本では７人に１人の子供が貧困状態にあると
されています。
ごはんを十分に食べることができないこどもたち
に地域や自治体が主体となり、無料または低価
格帯にてこどもたちに食事を提供し、コミュニケー
ションが取れ、孤独な子供へ居場所を提供する、
こども食堂を目指しております。

【信州こども食堂ネットワーク支援自販機について】

自販機を媒体として、こども食堂の周知を目的と
した寄付型自販機となり、収益の一部をホットラ
イン信州へ寄付し活動資金の一部に充てる仕組
みとなります。

― NPOホットライン信州 ―

防犯

１０

【防犯カメラ寄贈について】

企業様がダイドードリンコの自動販売機を設置し
ていただきますと、ダイドードリンコが防犯カメラを
企業様へ協賛し、企業名義にて近隣小学校や中
学校などに防犯カメラを寄贈する地域・社会貢献
事業となります。

― 長野市・上小エリア小学校への防犯カメラ寄贈事業について ―

２０２１年９月２７日上小エリア防犯カメラ促進協定
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給電車の活用と
医療的ケア児者の防災にための

モデル事業へのかかわり

長野トヨタ自動車株式会社
2022年12月４日

・目次

１．長野トヨタ自動車株式会社って？

２．トヨタの給電って？

３．給電車の活用方法って？

４．医療的ケア児者の防災に関するモデル事業へのかかわりって？

５．事例紹介（長野市更北地区防災訓練）

＜ご参考＞

１



1. 長野トヨタ自動車株式会社のご紹介
会社概要 ：長野トヨタ自動車株式会杜
本社所在地：長野市大字南長野南石堂町1326-1
代表者名 ：代表取締役会長兼社長 宇都宮進一
設 立 ：昭和38年3月（西暦1963年）
資本金 ：400万円
従業員数 ：1,047人（2022年3月末）
事業内容
・トヨタ車の販売
・レクサス車の販売
・中古車の販売
・自動車の買取
・車輛の点検・整備
・タイヤ・用品の販売
・各種通信機器の販売
・損害保険・生命保険代理店業務 他

株式会社Uホールディングス
長野トヨタ自動車株式会社
宇都宮商会株式会社（Volkswagen）

株式会社トヨタレンタリース長野
トヨタＬ＆Ｆ長野株式会社
株式会社ユー・ボディアンドペインティング

グループ６社

■売上高
819億7,269万円（2022年3月末）

■従業員数
1,463名（グループ計2022年3月末）

■事業所数
長野県内85ヶ所（2021年9月末）

２

３. 給電車の活用方法

クルマから電気を取り出し「移動できる電源」として使えます。

いつもの暮らしから、もしもの非常時まで、“電気が動く” ことで、

場所に縛られることなく、うれしさや安心が次々と広がっていきます。

３



３. 給電車の活用方法（いつもの給電）

４

暮らしが広がる

いつもの給電

３. 給電車の活用方法（もしもの給電）

５



３. 給電車の活用方法（給電機能）

６

AC100Vで消費電力の合計が1500W以下の電気製品を使用できる機能です。

走行中に車内で電気製品を使うときに役立ちます。

アクセサリーコンセントは、AC100Vで消費電力の合計が1500W以下の電気製品を使用できる機能です。
走行中に車内で電気製品を使うときに役立ちます。
非常時給電システムを使用することで、災害などによる非常時に車両の走行機能を停止した状態でアク
セサリーコンセントから給電可能です。

保有台数多 保有台数少
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４.医療的ケア児者の防災に関するモデル事業へのかかわり
＜長野県医療的ケア児等支援センター作成資料より抜粋＞

医療的ケア児家庭とEV(電源）車ボランティア

～災害時にも活きるつながりづくり～
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４.医療的ケア児者の防災に関するモデル事業へのかかわり

地域の皆様が保有している給電可能な車
両（PHEV・HEV・FCEV）の活用方法を理
解し、医療的ケア児者の命を救うことを考
えてもらう機会に。

５．事例紹介（長野市更北地区防災訓練）

2022年11月3日（木）「更北地区の誰も取り残さない防災を考える日」

給電車を活用した災害時における医療機器への給電デモンストレーション
※人工呼吸器や酸素濃度測定器などへの給電を実施

１



＜ご参考＞

災害が多い国だからこそ、助け合いの輪を広めたい

１
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